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第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 部1 減 計 画 書 ( 餓ゆ ・変 更)

i"てと にヽあっては  1た る0朽 所ψ)所1:〕しヽ

京都市南区上鳥羽鉾立町1 1番地 1
聡

特定事業者の

主たる業種

ジャー

該当する

を要件

事業 ″ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

算して15 0 0キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規貝い第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はバス10 0台以上/タ クシー15 0台以上/鉄 道車両15 0両以上)

京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事

業者 (二酸化炭素に換算して30 0 0トン以上))

「

戸

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平 成 抑    年 3 月

基 本 方 針 主要工れギーである電力使用量の削減、廃棄物の発生抑制と再資源化の推進、C02排出量削減に向けた省エ

ネ活動の推進

推 進 体 制 上記基本方針に基づき、総務部において省エネ推進に係る計画の策定 進 捗状況の把握に努めている

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

ミ、工 雪

lS～19 全事業所 逝‖モ冷噴1/の■施 (夕 ,2S( 冬 ,20【 ) ケ レヒス '十 二tス の推進

べ感t)サーによる点灯 iヽ灯の央施のほか miの Frl F i〈イ(要出↓ 不 要側Prl)

本   社 麻体暮熱メiムによる4剖 負“ヤυ)毎減■捷Ⅲ

リサーチ・宇治 ・小倉 改レ時における4前 機材; ,HりJ帰チ!の作エネタイブヘのズ析

温室効果ガス

の排出量等 排出区分

基準年度 候 積)
(  1 7  )年 度
( 1酸化炭率換算 (t) )

目標年度 (計画)
(19  )年 度
(1段 イヒ泳芸換算 〈t))

自J減率

(計画 )

〈% )

A事 業所等排出区分 4, 209 t 4 , 5 8 2     t 89 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1                 41 209 t ″      4)58't 89 %

その他の地球

温暖化対策に

よる温室効果

ガスの削減量

等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(i酸 化炭茶提算 (t) )

森林の保全及び整備 (FF術「「干い (吸収1ゆ 00 t

府内産の木材の利用 (14)i〕よ) O in' (抑1減い 00 t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈売■〔t) O klTh て削波1つ 00 t

(烈快約■) 〈ll波 とヽ) 00 t

グリーン電力の購入 (耐人モ) O ktth 〈削減 1ヽ ) 00 t

削減量等合計 ョ         00 t

差引排出量

(排" 1行l iトーl l渡年 介1打)

基準年度 (実績) 日標年度 (計画) 削減率 (Hr画)

ヤ | 4 209 t 112)‐Ⅲ3)        4582 0  t 89%

特 記 事 項 排出量の大半を占める本社ビルに

新冷媒空調システム ・躯体蓄熟シ
のの、業容の拡大による人員増に

まいります。

=2000年 11月に省エネをコンセブト (氷蓄熱システム 新 冷媒自然循環システム
・

ステム ・自動詞光照明システム等々の導入)と して建設され、省エネに努めているも

半い C02量増となっておりますが、今後も更なる日常の省エネ活動の推進に努めて

連  絡   先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

止 1 核 キする日には レ コ1を■人してください Ⅲ 定事米イ以外で山 it参加1さ'1る事業イの方は レ コ〕の記人は下要です

2 f来 i卜年度Jと はH WttF]の 出1年夕を 「 144年度」とはlⅢ両別F,のアt終年度をいいます

ヽ 「事米,ア午リト‖1本分Jと は 京 tFj府山ひ)0米 所年の事業lr rlJのためのエネルギ
ーの■)Hにn4ぃた41する'!1と効果ガスを  「輸送ⅢIH,卜liに分J

とは 由 1711'江た事米イについては使川のな処のll置をメ冊府11とするⅢ tlのrl Hlする温を/71果ガスを 転 道事染イについては保イrする11物1!

川又はrFtイⅢl,のコIⅢlするi‖=効 果ガスを 「その他"卜lⅢに分Jと は '記 以外のぢく師府内に子うける事米所年のHFttlrrllにイ|いた41するとこ幼

米ガスをいいます
4 f牛 記事Ilijには、平成2年 '(1990年 度)を ltiいとしたfltilittの対比やエネルギー広単位C()を排lⅢl  ヽ作 エネ″品岡たなどft ttυ)rH生効

来ガスtl lⅢⅢⅢ波へのよllR グリーン制)ミの採"r 特 定フロンなどの冬1/1指定外の ll蕉効果ガスの1じjこなどをセ大してくださしヽ


